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１ あらゆる場を通じた人権教育・啓発の推進

（１）保育所・幼稚園

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

保育所職員研修事業 随 時 家庭とともに人格形成期にある幼児の養育を担う保育所職員の人権尊重意識の高揚を図るため こども未来室、
人権問題について正しい理解と認識を深めるための研修を実施
〔内 容〕
講義、ワークショップ等

〔日 数〕
７日（全体研修、管理者研修、人権擁護研修等開催区分ごとの延べ日数）

〔会 場〕
府総合社会福祉会館 ほか

私立幼稚園人権教育研修会 １２月 各園教職員の人権意識の高揚を図るとともに、各園で人権教育を推進していくための認識の 文 教 課
深化と指導力の向上に資するための研修会を実施
〔内 容〕
研修会：研修テーマ
「指導者としての人権意識の高揚と基本的人権尊重の精神の芽生えを培う指導について」
講 師 未定

〔対 象〕
私立幼稚園の設置者及び園長等

〔会 場〕
京都私学会館
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（２）学校

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

私立小・中・高等学校人権教 １２月 各校教職員の人権意識の高揚を図るとともに、各校で人権教育を推進していくための認識の 文 教 課
育研修会 深化と指導力の向上に資するための研修会を実施

〔内 容〕
研修会：研修テーマ
「さまざまな人権問題を自らの生き方の問題として捉え、その解決に向けた実践的態度の育成

を目指す人権教育の推進について」
講 師 未定

〔対 象〕
私立小・中・高等学校の設置者及び校長等

〔会 場〕
京都私学会館

私立専修・各種学校人権教育 １２月 各校教職員の人権意識の高揚を図るとともに、各校で人権教育を推進していくための認識の 文 教 課
研修会 深化と指導力の向上に資するための研修会を実施

〔内 容〕
研修会：研修テーマ
「さまざまな人権問題を自らの生き方の問題として捉え、その解決に向けた実践的態度の育成

を目指す人権教育の推進について」
講 師 未定

〔対 象〕
私立専修・各種学校の設置者及び校長等

〔会 場〕
京都私学会館

人権教育資料作成 通 年 あらゆる人権問題の解決に向けた態度・技能・能力を育成するため、人権教育学習教材等を作 学校教育課
（人権教育指導資料） 成し、府内の学校等に提供 （人権教育室）

〔内 容〕
児童の発達段階や知識、習熟度に応じたより実践的な内容の学習教材及び指導の手引き

〔数 量〕
学習教材（小学校中学年版 ：１４，０００部）
指導の手引き ： ３，０００部

〔配布先〕
京都府内の公立小・中学校・府立学校等

人権教育資料作成 通 年 経済的理由で児童生徒が希望進路を断念することがないよう、府の援護制度一覧を作成し、府 学校教育課
（人権教育進路保障資料） 内の学校等に提供 （人権教育室）

〔内 容〕
家庭訪問等で活用できる府の援護制度一覧

〔数 量〕
３１，５００部

〔配布先〕
小・中・府立学校・市町村・保健所等相談機関等へ配布
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（２）学校

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権教育研究指定事業 通 年 人権意識を培うための学校教育のあり方について、幅広い観点から実践的研究を行い、人権教 学校教育課
人権教育学校研究指定事業 育に関する指導方法等の改善及び充実に努め、その成果を府内全体の学校に波及 （人権教育室）（ ）

〔内 容〕

京都夢・未来指定（府）

〔指定校〕
亀岡市立薭田野小学校（平成17・18年度指定）

〔研究主題〕
「纏（まとい）～人間愛を伝える仲間をめざして～」

〔指定校〕
未定

〔研究主題〕
「未定」

文部科学省指定（国）

〔指定校〕
未定

〔研究主題〕
「未定」

人権教育研究指定事業 通 年 基本的人権尊重の精神を高め、一人一人を大切にした教育の充実を図り、学校・家庭・地域社 学校教育課
人権教育総合推進地域事業 会が一体となった人権教育の総合的な取組を実施 （人権教育室）（ ）

文部科学省指定（国）

〔指定市町村〕
未定

〔研究主題〕
「未定」
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（２）学校

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

教職員研修事業 通 年 子どもたちが豊かな人権感覚を身に付けられるよう、教職員自らが豊かな人権意識を持つこと 学校教育課
や、人権教育に関する知識・技能の向上を図ることを目的とした研修会の実施
〔内 容〕
○京都府総合教育センターにおける研修
研修区分 対象者 研修内容 講 師 研修方法等
基本研修 教職年数・職能別 ・人権教育に係る基本認識 ・センター職員 ・講義、講演

で指定する教職員 ・人権教育に係る知識及び ・実践報告
技能 ・府内の教職員 ・指導資料を

・様々な人権問題の現状と 使った研究
課題 等々 ・学識経験者 協議や演習

専門研修 領域等で指定する ・参加型学習の実習 ・ワークショ
教職員 ・人権学習の指導方法演習 ップ

等々

○学校における人権研修
対象者：教職員
研修内容：年間研修計画に基づき計画的・系統的に実施

・人権教育の認識の深化を目指した研修
・人権学習の実施に関わる教材研究
・様々な人権問題の現状と課題を理解するための研修
・保護者啓発を兼ねたＰＴＡとの合同研修 等

研修方法：講義、講演、研究協議、ワークショップ、フィールドワーク

○京都教育大学への派遣研修
対象者：現職教育職員
研修内容：人権教育に関する専門的知識及び技能を習得するための研修
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（２）学校

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

総合講義：医学部看護学科 18.4月頃 府立医科大学学生の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問題について正しい理解と認識を深 府立医科大学
～ めるための講義を実施

19.3月頃 〔内 容〕
総合講義

計１５回 〔テーマ〕
同和教育・人権教育

各回1.5h 講 師：看護学科長他
〔対象者〕
看護学科学生

〔会 場〕
看護学学舎

〔参加者〕
約９０人（各回）

総合講義：医学部医学科 18.6月頃 府立医科大学学生の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問題について正しい理解と認識を深 府立医科大学
めるための講義を実施

～ 〔内 容〕
総合講義

19.1月頃 〔テーマ〕
計８回 同和教育・人権教育

外部講師：未定
各回2.0h 〔対象者〕

医学部医学科生
〔会 場〕
教養教育

〔参加者〕
約１００人（各回）
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（２）学校

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権教育授業 前期 府立大学学生の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問題について正しい理解と認識を深める 府立大学
18年4月 ための講義を実施
～8月 〔内 容〕

教養教育科目
・ 人権論Ⅰ」「
「人権に関する法理念・制度」 福祉社会学部 中島正雄 教授
「人権の歴史」 文学部 小林啓治 助教授

後期 「人権思想」 福祉社会学部 宮嶋邦明 教授
18年10月 ・ 人権論Ⅱ」「
～19年 「文化と人権」 文学部 金澤 哲 助教授他
3月 「社会と人権」 人間環境学部 佐藤健司 教授他

「自然科学と人権」 農学研究科 松村和樹 教授他
〔参加者〕
学部生 各期 １５０人
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（３）地域社会

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権啓発活動再委託事業 通 年 市町村が行う地域に密着したきめ細かい人権啓発の取組に対して行う財政支援 人権啓発推進室
（国庫委託による人権啓発活動の市町村への再委託）

〔対象事業〕
①講演会の開催 ②資料の作成・配布 ③放送番組の提供 ④新聞広告の掲載 ⑤研修会の開催
⑥その他(イベント、啓発グッズ作成等)

人権問題啓発補助事業 通 年 市町村が行う地域に密着したきめ細かい人権啓発の取組に対して行う財政支援 人権啓発推進室
（市町村の啓発事業に対する府の単独補助）

〔対象事業〕
①人権問題に関する講演会及び研修会 ②人権問題に関する啓発資料の作成 ③その他（人権啓

発事業に要する資材の購入、人権教育・啓発を推進するための市町村計画の策定に係る経費等）
〔補助率〕
１／２

人権教育推進事業 ８月 京都府内の社会教育関係職員等を対象に、地域の実情に即した学習課題を明確にしながら、 社会教育課
（人権教育指導者研修会） あらゆる人権問題の解決に役立てる学習活動を推進するために必要な指導者の資質向上を目的と

１１月 する研修会を２回に分けて実施

研修区分 対象者 研修内容 講 師 研修方法等
指導者研修 社会教育主事、 ・様々な人権問題の現状と ・社会教育課職員 ・講義、講演
会（Ⅰ） 社会教育指導員、 課題 ・実践報告
８月開催 人権教育関係職員 ・参加型学習の実習 ・府内の教職員 ・ワークショ、

識字学級指導者、 ップ
指導者研修 学校教育関係者、 ・学識経験者
会（Ⅱ） 隣保館職員等
11月開催

人権教育推進事業 通 年 各教育局が、人権教育指導者研修会等の成果を踏まえながら、関係機関との連携を図り、人権 社会教育課
(人権教育行政担当者協議会) に関する課題解決の方策についての研究協議を行うとともに、管内市町村の人権に関する取組状

況の情報交換を実施
〔内 容〕
研究協議会・研修会

〔テーマ等〕
研究協議・講演等

〔対象者〕
各市町村社会教育・人権教育行政担当者、社会教育委員、学校教育関係者、同和教育・人権教

育推進協議会指導者等
〔実施回数〕
各教育局毎３回程度
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（３）地域社会

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権教育推進事業 通 年 生涯の各時期に応じて、各人の自発的意思に基づき、人権に関する学習ができるよう、学習教 社会教育課
（学習教材・啓発資料整備） 材や啓発資料等の整備を推進

〔内 容〕
学校、地域社会、家庭、企業・職場等あらゆる場面で人権について学ぶことができるよう、視

聴覚教材をはじめとする学習教材を整備

森と小川の教室推進事業 通 年 障害のある子どもも一緒になって自然の中で共同生活を行うことを通して、心のふれあいを深 社会教育課
（みどりキャンプ・さわやか めながら支援する心を培うなど、ノーマライゼーションの一層の進展を図る。また、多様な自然
グリーンキャンプ） 体験活動をとおして、自立心、主体性を培うとともに、自然や環境に対する豊かな感性を養うこ

とを目的として実施
〔内 容〕
キャンプ及び自然体験活動

〔テーマ等〕
スタッフの集い（研修会 、親子説明会、キャンプ、参加者の集い（交流会））

（１）みどりキャンプ（るり渓少年自然の家）
・キャンプ、スタッフ研修会、親子説明会、体験発表会等

〔対象者〕
府内の小学４年生～中学生、盲・聾・養護学校小学部４年生以上中学部の児童生徒

（２）さわやかグリーンキャンプ（南山城少年自然の家）
・キャンプ、参加者とボランティアスタッフの集い、参加者・保護者・スタッフ交流会等

〔対象者〕
府内の小学４年生～中学生、養護学校小学部４年生以上中学部の児童生徒

高校ボランティア活動推進事 通 年 府立高等学校の中から「高校生ボランティア活動地域推進校」を指定し、府内各地域における 社会教育課
業 高校生のボランティア活動を支援することにより、社会性や豊かな人間性をはぐくむため、高校

生の社会参加を促進するとともに、高校生を中心とした地域におけるボランティア活動の振興を
図ることを目的として実施
〔内 容〕
ボランティア活動の実践及び情報紙の発行・啓発

〔テーマ等〕
地域のスポーツ・文化活動等体験活動への支援、公共施設等環境保全、福祉施設訪問、国際交

流・協力活動、募金・収集活動等
〔対象校〕
府立高等学校４校
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（３）地域社会

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

通 年 地域社会で子どもを育てる環境の充実、人間性豊かな青少年の育成を目指し、様々な体験活動 社会教育課京のわくわく探検事業
を通じて、障害のある子どもたちも一緒に地域の学生、高齢者など幅広い世代の人たちや子ども
同士の交流を行う事業を委託実施することにより、子どもたちが地域社会で活動できる体制の整
備を推進
〔内 容〕
世代間交流支援事業及び子ども同士交流支援事業

〔テーマ等〕
障害のある子どもたちも一緒に地域の多くの異世代の人たちと交流したり、工作や理科実験、

音楽など多様な体験活動を行ったり、ともに過ごす居場所を作る。
〔対象〕
市町村教育委員会及び市町村教育委員会が推薦する実行委員会
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（４）家庭

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

児童虐待等重点支援事業 通 年 児童虐待の予防等を図るため、関係機関によるネットワークを構築して実施する研修等 こども未来室
〔内 容〕
・研 修
・講 演
・啓発資材作成、配布等

トータルアドバイスセンター 通 年 不登校やいじめなど学校教育に関すること及び子育てやしつけなどの家庭教育に関することに 学校教育課
設置事業 ついての悩みや不安を抱く 児童生徒 保護者 教職員等に対して 適応指導相談員 精神科医 社会教育課、 、 、 、 （ 、

臨床心理専門家、ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ経験者 、家庭教育カウンセラー（臨床心理専門家 、教育相談指導） ）
員（京都府総合教育センター研究主事）が課題解決のための援助及び助言を目的とする総合的な
教育相談を実施
〔内 容〕
教育相談

〔実施方法・相談時期〕
電話教育相談
京都府総合教育センター：毎日 8:30～20:30（祝日・年末年始を除く）
北部研修所：毎週月～金 10:00～19:00（祝日・年末年始を除く）
来所教育相談
毎週月～金 10:00～17:00
巡回教育相談
月１回程度

人権教育推進事業 通 年 生涯の各時期に応じて、各人の自発的意思に基づき、人権に関する学習ができるよう、学習教 社会教育課
（学習教材・啓発資料整備） 材や啓発資料等の整備を推進
【再掲】 〔内 容〕

学校、地域社会、家庭、企業・職場等あらゆる場面で人権について学ぶことができるよう、視
聴覚教材をはじめとする学習教材
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（５）企業・職場

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

宗教法人関係者人権問題研修 宗教団体あるいは地域社会における指導的な立場にある宗教法人関係者に対し、人権問題につい 文 教 課
会 ９月 ての正しい理解と認識を一層深めるとともに、差別のない明るい社会の実現に資することを目的

とする研修会
１１月 〔内 容〕

講演及び活動報告
研修テーマ
世界の平和と２１世紀の人権確立及び豊かな人権文化を育むために人権の視点より宗教を考

える。
講師：未 定

〔対象者〕
宗教法人関係者

〔会 場〕
南部地域会場（京丹波町以南の宗教法人対象）
北部地域会場（綾部市以北の宗教法人対象）

京都人権啓発行政連絡協議会 １１月 京都人権啓発行政連絡協議会（京都地方法務局、近畿財務局京都財務事務所、京都労働局、近 人権啓発推進室
事業 畿農政局、近畿経済産業局、近畿運輸局、近畿地方整備局、京都府及び京都市で構成）が府内企

業を対象に人権問題について正しい理解と認識を深めるために実施する研修会
〔内 容〕
企業対象人権研修会

中小企業労働相談事業 通 年 解雇・賃金・労働条件など様々な労働問題について、専門相談員が無料で相談（フリーダイヤ 労 政 課
ル（京都府内限定）も利用可）
弁護士による特別労働相談も月に１回実施

〔内 容〕
・労働相談
・特別労働相談（弁護士による労働相談（要事前予約 ））

〔場 所〕
・京都中小企業労働相談所（京都ﾃﾙｻ内 、舞鶴中小企業労働相談所（舞鶴勤労者福祉会館内））

公正採用選考啓発事業 ６月 職場における公正な採用選考システムの確立を図るため、企業が行う採用選考の側面から、広 雇用対策プロジ
く啓発を実施 ェクト
〔内 容〕
・公正採用選考推進啓発ポスター作成（40,000枚）
・公正採用選考推進新聞意見広告 （京都・朝日・毎日・読売・産経）
・公正採用選考啓発ＴＶスポット （ＫＢＳ京都、15秒×25回）
・ＪＩＳ規格履歴書の配付（随時）
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（５）企業・職場

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

企業内人権問題啓発セミナー ６月 企業・職場における人権尊重意識の高揚を図るため、企業の人事担当者等を対象として、人権 雇用対策プロジ
問題について正しい理解と認識を深めるための研修会を開催 ェクト

９月
〔内 容〕
事業種別 研修会の開催
テーマ等 テーマ： 企業・職場における人権」「

講 師： 財）世界人権問題研究センター研究員、大学教授等（
事業規模 公正採用選考推進旬間（６月中旬の10日間）に４回（府内４会場）開催

欠席企業を対象に９月中旬に１回（京都市内）開催

開催回数 開催場所 参加者数 開催時期 備 考（見込）
南 部 １ 城陽市内 ２００
中 部 ２ 京都市内 １，１００ ６月中旬 公正採用選考推進
北 部 １ 舞鶴市内 １５０ 旬間に開催

１ 京都市内 － ９月中旬欠 席 対 象

企業・職場人権啓発推進事業 11～1月 企業の代表者及び商工業関係団体役職員等に対し、あらゆる差別問題への理解を深め、人権意 金融・組合室
識の高揚を図ることを目的に研修を実施
〔内 容〕
講演・ワークショップ及び啓発映画の上映
テーマ等
同和問題をはじめとするあらゆる人権問題の解決のためのテーマを検討の上、設定する。

〔対象者〕
府内企業の代表者及び商工業関係団体役職員等

〔会 場〕
府内４会場（京都市、木津町、宮津市及び京丹後市）
参加者数：５００名

農林漁業関係団体職員人権啓 ２月上旬 農林漁業関係団体職員等の人権尊重意識の高揚を図り、人権問題について正しい理解と認識を 農村振興課
発研修 深めるため研修を実施

〔内 容〕
毎年１回、北部会場と南部会場の２会場で実施
研修会・講演会の開催
テーマ：未定
講 師：未定

〔対象者〕
京都府内農業協同組合、漁業協同組合、森林組合等職員及び府職員

〔会 場〕
北部会場及び南部会場（京都市内）
参加者数：５００名



- 13 -

（５）企業・職場

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

農林漁業関係団体役職員人権 4 ～3 農林漁業関係団体が実施する人権研修事業等に対する補助 農村振興課月 月
啓発研修補助 〔内 容〕

研修会、講演会、資料作成等の実施に対する補助
テーマ等 －

〔対象者〕
京都府農業協同組合中央会
京都府漁業協同組合連合会
京都府森林組合連合会

建設業者人権啓発研修 秋 建設業者を対象に、人権問題の認識を深めていただき、人権問題の解決に資することを目的と 指導検査課
して行う講演会
〔内 容〕
① 講 演 ９０分程度

演題：未定
講師：未定

② 啓発ビデオ上映 ５０分程度
題名：未定

③ 日時及び会場等
南部会場
・日 時 未定
・会 場 未定
・対象者 乙訓／山城北／山城南／南丹 土木事務所管内業者
北部会場
・日 時 未定
・会 場 未定
・対象者 南丹／中丹東／中丹西／丹後 土木事務所管内業者

宅地建物取引業者人権啓発 〔事業の目的〕 建築指導課
５月 宅地建物取引業者が住生活の向上に寄与する重要な社会的責務を担っていることから、基本的

人権の尊重、特にあらゆる差別の解消に関する啓発の重要性を踏まえて、業界団体研修会等の機
１０月 会をとらえた指導・啓発を実施

１１月 〔概 要〕
業界団体研修時に「基本的人権の尊重」について指導・啓発を行うとともに、従来に引き続い

て「取引主任者に対する講習」でも人権問題への配慮について指導・啓発
〔内 容〕
（社）京都府宅地建物取引業協会研修会 （11月に３回実施予定）
（社）全日本不動産協会京都府本部研修会（５月に予定）
（財）日本賃貸住宅管理協会京都支部セミナー（10月に予定）

取引主任者法定講習 １２回 受講者約600名予定
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（５）企業・職場

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

府営工業団地立地企業人権問 未 定 府が造成した工業団地（長田野・綾部）に立地する企業の人事・労務管理職等の人権尊重意識 企業総務室
題研修 の高揚を図るため、人権問題について正しい理解と認識を深めるための研修を実施

〔内 容〕
人権尊重意識の高揚を図るための講演会等

〔日 数〕 １日
会場 福知山市内

府営工業団地立地企業人権問 通 年 府営工業団地立地企業の人権担当者等を対象に実施する研修に対して行う補助 企業総務室
題研修補助事業 〔対象団体〕

・ 社）長田野工業センター（
・ 社）綾部工業団地振興センター（
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２ 人権に特に関係する職業従事者に対する研修等
（１）教職員・社会教育関係職員

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

私立幼稚園人権教育研修会 １２月 各園教職員の人権意識の高揚を図るとともに、各園で人権教育を推進していくための認識の 文 教 課
【再掲】 深化と指導力の向上に資するための研修会を実施

〔内 容〕
研修会：研修テーマ
「指導者としての人権意識の高揚と基本的人権尊重の精神の芽生えを培う指導について」
講 師 未定

〔対 象〕
私立幼稚園の設置者及び園長等

〔会 場〕
京都私学会館

私立小・中・高等学校人権教 １２月 各校教職員の人権意識の高揚を図るとともに、各校で人権教育を推進していくための認識の 文 教 課
育研修会 深化と指導力の向上に資するための研修会を実施
【再掲】 〔内 容〕

研修会：研修テーマ
「さまざまな人権問題を自らの生き方の問題として捉え、その解決に向けた実践的態度の育成

を目指す人権教育の推進について」
講 師 未定

〔対 象〕
私立小・中・高等学校の設置者及び校長等

〔会 場〕
京都私学会館

私立専修・各種学校人権教育 １２月 各校教職員の人権意識の高揚を図るとともに、各校で人権教育を推進していくための認識の 文 教 課
研修会 深化と指導力の向上に資するための研修会を実施
【再掲】 〔内 容〕

研修会：研修テーマ
「さまざまな人権問題を自らの生き方の問題として捉え、その解決に向けた実践的態度の育成

を目指す人権教育の推進について」
講 師 未定

〔対 象〕
私立専修・各種学校の設置者及び校長等

〔会 場〕
京都私学会館
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（１）教職員・社会教育関係職員

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

教職員研修事業 通 年 子どもたちが豊かな人権感覚を身に付けられるよう、教職員自らが豊かな人権意識を持つこと 学校教育課
【再掲】 や、人権教育に関する知識・技能の向上を図ることを目的とした研修会の実施

〔内 容〕
○京都府総合教育センターにおける研修
研修区分 対象者 研修内容 講 師 研修方法等
基本研修 教職年数・職能別 ・人権教育に係る基本認識 ・センター職員 ・講義、講演

で指定する教職員 ・人権教育に係る知識及び ・実践報告
技能 ・府内の教職員 ・指導資料を

・様々な人権問題の現状と 使った研究
課題 等々 ・学識経験者 協議や演習

専門研修 領域等で指定する ・参加型学習の実習 ・ワークショ
教職員 ・人権学習の指導方法演習 ップ

等々

○学校における人権研修
対象者：教職員
研修内容：年間研修計画に基づき計画的・系統的に実施

・人権教育の認識の深化を目指した研修
・人権学習の実施に関わる教材研究
・様々な人権問題の現状と課題を理解するための研修
・保護者啓発を兼ねたＰＴＡとの合同研修 等

研修方法：講義、講演、研究協議、ワークショップ、フィールドワーク

○京都教育大学への派遣研修
対象者：現職教育職員
研修内容：人権教育に関する専門的知識及び技能を習得するための研修

人権教育推進事業 ８月 京都府内の社会教育関係職員等を対象に、地域の実情に即した学習課題を明確にしながら、 社会教育課
（人権教育指導者研修会） あらゆる人権問題の解決に役立てる学習活動を推進するために必要な指導者の資質向上を目的と
【再掲】 11月 する研修会を２回に分けて実施。

研修区分 対象者 研修内容 講 師 研修方法等
指導者研修 社会教育主事、 ・様々な人権問題の現状と ・社会教育課職員 ・講義、講演
会（Ⅰ） 社会教育指導員、 課題 ・実践報告
８月開催 人権教育関係職員 ・参加型学習の実習 ・府内の教職員 ・ワークショ、

識字学級指導者、 ップ
指導者研修 学校教育関係者、 ・学識経験者
会（Ⅱ） 隣保館職員等
11月開催
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（１）教職員・社会教育関係職員

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権教育推進事業 通 年 各教育局が、人権教育指導者研修会等の成果を踏まえながら、関係機関との連携を図り、人権 社会教育課
(人権教育行政担当者協議会) に関する課題解決の方策についての研究協議を行うとともに、管内市町村の人権に関する取組状
【再掲】 況の情報交換を実施

〔内 容〕
研究協議会・研修会

〔テーマ等〕
研究協議・講演等

〔対象者〕
各市町村社会教育・人権教育行政担当者、社会教育委員、学校教育関係者、同和教育・人権教

育推進協議会指導者等
〔実施回数〕
各教育局毎３回程度

教職員人権問題研修・学習会 府立大学の教職員を対象に、同和問題をより深く理解するためにも、広く人権問題全般につい 府立大学
10月 て、その時々で重要なテーマに取組み、教職員の意識の向上を図るための研修・学習会

〔内 容〕
1月 未定（人権教育委員会で決定）

〔参加者〕
教職員 ２２１名

教職員人権啓発研修 人権全般に係る項目、医療に係る項目、各種人権問題（新京都府人権教育・啓発推進計画に掲 府立医科大学
（全体研修） ８月 げられている課題）に係る項目を中心とした研修会を実施

〔内 容〕
～ 研修会・講演会、啓発映画上映、講演録作成など

第１回 ８月頃 人権問題全般（テーマ未定） 各回２回×１．５ｈ
３月 第２回１１月頃 医療と人権（ 〃 ）

第３回 ２月頃 各種人権問題（ 〃 ）
〔対象者〕
教職員（約１４００人）

〔会 場 ：本学〕
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（２）医療関係者

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

看護師新規採用者人権研修 18.4.11 医療従事者の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問題について正しい理解と認識を深めるた 府立医科大学
めの講義を実施
〔内 容〕
講演会
テーマ等：人権問題について 講 師：元岐阜大学教授 藤田敬一

〔対象者〕新規採用看護師、５５人
〔会 場〕府立ゼミナールハウス

研修医オリエンテーション 18.4. 7 医療従事者の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問題について正しい理解と認識を深めるた 府立医科大学
めの講義を実施
〔内 容〕
講 義
テーマ等：人権意識を磨く 講 師：本学 病院管理課 課長 錦田明夫

〔対象者〕平成１８年度研修医、３７人
〔会 場〕本学会議室

保健福祉部関係団体職員人権 未 定 保健福祉関係団体職員の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問題について正しい理解と認識 保健福祉企画室
研修（医療関係者） を深める研修を実施

〔内 容〕
・講 義
・啓発映画上映

〔対象団体等〕
（社）京都府看護協会、京都府歯科衛生士会、京都府医薬品配置協会ほか

〔日 数〕
１日（１会場）

〔会 場〕
未 定
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（３）保健福祉関係者

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

保健福祉部関係団体職員人権 未 定 保健福祉関係団体職員の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問題について正しい理解と認識 保健福祉企画室
研修（保健福祉関係者） を深める研修を実施

〔内 容〕
・講 義
・啓発映画上映

〔対象者団体等〕
京都府介護支援専門員協議会、京都府在宅介護支援センターほか

〔日 数〕
１日（１会場）

〔会 場〕
未 定

保健福祉事業従事職員人権研 ７月頃 保健福祉事業従事職員が様々な人権問題に対する認識・理解を高めることにより、住民一人一 健康増進室
修会 人の人権を尊重した保健福祉活動の推進を図る。

〔内 容〕
・研修会：個人情報保護と地域保健福祉活動

〔日 数〕
１日

〔会 場〕
未 定

〔対象者団体等〕
保健所及び市町村の保健福祉事業に従事する職員等

生活保護関係職員事務打合せ ４月 地域住民と密接な関わりを持つ生活保護関係職員の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問題 生活福祉室
会議 について正しい理解と認識を深めるための研修を実施

７月 〔内 容〕
講 義

11月 〔日 数〕
・新任職員研修：１日×２回
・関係職員研修：２日間

〔会 場〕
府職員福利厚生センター

生活保護査察指導員会議 １０月 生活保護行政の指導的役割を担う生活保護査察指導員の人権尊重意識の高揚を図るため、人権 生活福祉室
問題について正しい理解と認識を深めるための研修を実施
〔内 容〕
講 義

〔日 数〕
１日

〔会 場〕
府職員福利厚生センター
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（３）保健福祉関係者

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

社会福祉施設長研修会 ８月 社会福祉施設管理者の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問題について正しい理解と認識を 地域福祉室
深めるための研修を実施
〔内 容〕
研修会：社会福祉施設における人権擁護

〔日 数〕
１日

〔会 場〕
京都市内

社会福祉施設職員等研修 ４月～ 子ども、高齢者、障害者等と接する機会の多い社会福祉施設職員等の人権尊重意識の高揚を図 地域福祉室
るため、人権問題について正しい理解と認識を深めるための研修を実施
〔 〕内 容
研修会

〔日 数〕
６日

〔会 場〕
未 定

民生委員・児童委員協議会代 ６月 地域住民と密接な関わりを持つ民生委員・児童委員の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問 地域福祉室
表者研修会 題について正しい理解と認識を深めるための研修を実施

〔内 容〕
講 義

〔日 数〕
３日（３会場）

〔会 場〕
未 定

民生委員・児童委員人権問題 ４月～ 地域住民と密接な関わりを持つ民生委員・児童委員の人権尊重意識の高揚を図るため、人権問 地域福祉室
啓発研修会 題について正しい理解と認識を深めるための研修を地域（保健所等）ごとに実施

〔内 容〕
講 義

〔日 数〕
１１日（１１会場）

〔会 場〕
未 定
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（３）保健福祉関係者

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

市町村社会福祉協議会役職員 随 時 地域福祉の推進に重要な役割を担う市町村社会福祉協議会役職員の人権尊重意識の高揚を図る 地域福祉室
研修 ため、人権問題について正しい理解と認識を深めるための研修を実施

〔内 容〕
講 義

〔日 数〕
６日（６会場）

〔会 場〕
未 定

保育所職員研修事業 随 時 家庭とともに人格形成期にある幼児の養育を担う保育所職員の人権尊重意識の高揚を図るため、 こども未来室
【再掲】 人権問題について正しい理解と認識を深めるための研修を実施

〔内 容〕
講義、ワークショップ等

〔日 数〕
７日（全体研修、管理者研修、人権擁護研修等開催区分ごとの延べ日数）

〔会 場〕
府総合社会福祉会館 ほか

（４）消防職員

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

随 時 府内の消防職員を対象として、人権問題の正しい理解と認識を深めさせ、各種消防業務におい 消 防 室消防職員人権教育
て適切な対応を行えるよう、人権問題の今日的課題を明らかにし、人権の重要性等についての意
識を高揚させることを目的とする教育を実施
〔内 容〕
講義
テーマ等：未定

〔対象者〕
初任科生 ３４名
現任生（消防職員）約１７０名

〔会 場〕
京都府立消防学校
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（５）警察職員

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

採用時教養における人権教養 通年 新たに採用した警察官に対して、その職務の遂行に必要な基礎的な知識、技能及び体力、気力 警察学校
を修得させるとともに、社会人として必要な人権に対する認識を深めることを目的とする教養を
実施
〔内 容〕
講 演
同和問題、外国人（国籍及び民族等）に関する問題
児童虐待、ＤＶに関する問題 等
講師
部外講師（交通死被害者の会等）

〔対象者〕
新たに警察官に採用された巡査

〔会 場〕
警察学校

職務倫理教養 通年 警察職員一人一人がその職責の自覚を深め、国民の信頼と期待に応える警察活動を日々推進す 警察本部教養課
るために、必要な倫理観、使命感及び責任感を醸成することを目的とする教養を実施
〔内 容〕
職務倫理教養教材（人権に関する諸問題）を活用した教養
人権に関する具体的事例に基づくグループ討議等の実施

〔対象者〕
全警察官

〔会 場〕
警察本部及び警察署

副署長等研修会 ４月上旬 警察署で被害者支援を指揮する幹部警察官に対して、具体的な支援事例や効果的な支援方策を 警察本部警務課
はじめ、警察における被害者支援推進上必要となる事項について教養することにより、被害者等 犯罪被害者対策
の心情に配意した支援活動の推進を図ることを目的とする研修を実施 室
〔内 容〕
犯罪被害者等基本計画について
被害者支援業務の推進上の留意事項

〔対象者〕
警察署の副署長又は警務課長 27名

〔会 場〕
警察本部
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（５）警察職員

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

被害者対策担当者研修会 ４月下旬 警察署において被害者支援を担当する幹部警察官に対して、具体的な支援事例や効果的な支援 警察本部警務課
方策等を教養することにより、被害者等の心情に配意した支援活動の推進を図ることを目的とす 犯罪被害者対策
る研修を実施 室
〔内 容〕
犯罪被害者等基本計画について
被害者支援業務の推進上の留意事項
犯罪被害者等給付金裁定事務に関する留意事項
被害者支援に係る効果的事例の発表及び検討 等

〔対象者〕
警察署犯罪被害者支援係の担当者 27名

〔会 場〕
警察本部
福知山警察署

女性指定被害者支援要員対象 ９月 警察署で性犯罪被害者等の支援に従事する機会の多い、女性指定被害者支援要員に対して、性 警察本部警務課
研修会 犯罪被害者等の心情や支援に必要となる事項や警察における被害者支援推進上必要となる事項に 犯罪被害者対策

ついて具体的な支援事例を交えた教養を行い、より充実した支援活動の推進を図ることを目的と 室
する研修を実施
〔内 容〕
犯罪被害者等基本計画について
被害者支援業務の推進上の留意事項
犯罪被害者等給付金裁定事務に関する留意事項
被害者支援に係る効果的事例の発表及び検討 等

〔対象者〕
警察署の女性指定被害者支援要員（警部補以下） 約100名

〔会 場〕
警察本部

指定被害者支援要員対象研修 10月 警察署において被害者支援を直接担当する指定被害者支援要員に対して、具体的な支援事例や
会 効果的な支援方策等を教養することにより、被害者等の置かれた立場に対する理解を深め、その 警察本部警務課

心情に配意した支援活動の推進を図ることを目的とする研修を実施 犯罪被害者対策
〔内 容〕 室
犯罪被害者等基本計画について
被害者支援業務の推進上の留意事項
犯罪被害者等給付金裁定事務に関する留意事項
被害者支援に係る効果的事例の発表及び検討 等

〔対象者〕
警察署の指定被害者支援要員 約200名

〔会 場〕
警察本部
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（５）警察職員

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

性犯罪指定捜査員研修会 ６月 性犯罪被害者等の特異な心理状態に配意しつつ、その心情に配意した捜査活動を推進して精神 警察本部捜査第
11月 的負担の軽減を図るため、捜査活動に従事する女性警察官を対象として、その専門的な教養を行 一課

うことを目的とする研修を実施
〔内 容〕
被害者支援に関する講義
性犯罪捜査要領 等

〔対象者〕
性犯罪捜査に従事する女性警察官 90名

〔会 場〕
警察本部

手話講習 通 年 障害者の心情に配意した警察活動を推進する施策の一環として、警察署等において直接市民に 警察本部教養課
接する警察職員に対して、手話技能を習得させることにより、適切な市民応接の推進を目的とす
る講習を実施
〔内 容〕
習熟技能別の受講コース分けによる手話技術の向上。
民間で発行されている「手話教室」のテキスト、ビデオによる窓口業務に直結した手話表現の

習得。被害者支援に関する講義
〔対象者〕
警察本部、警察署に勤務する警察職員 約70名

〔会 場〕
警察本部

（６）公務員

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権啓発指導者養成研修会 ８月 職場や地域など府民の身近なところで、人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するため 人権啓発推進室
の研修会を実施
〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

11月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕
新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等

〔講義数・日数〕
８講義／４日間（延べ）

〔会 場〕
京都テルサほか

〔その他〕
すべての講義を受講した者を人権啓発指導者として登録し、以後人権に関する各種情報の提供

などのフォローアップを実施
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（６）公務員

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

研修センター研修 随時 人権尊重の理念や種々の人権問題の本質を理解し、現状・課題の認識を深め、問題解決に積極 職員研修・研
的に取り組む人権意識の高い職員を育成するための研修を実施 究支援センタ
内 容 ー〔 〕

研修区分 対象者 研修テーマ 講師 研修方法
、職務基本コース 採用年次・職務等 人権尊重の理念

で指定する職員 人権問題の現状 学識経験者 講義・講演
と課題、人権行
政の動向等 府職員等 ワークショッ

プ等
職場学習支援コース 人権問題職場研修 人権問題の現状

指導者・主任 と課題、人権行
政の動向、研修
企画・技法の習
得等

特別研修 全職員 様々な人権問題
の現状と課題等

職場研修 随時 人権問題についての正しい理解と認識を深めるため、現場の実態を踏まえて各所属毎に研修を 各部局主管課
実施 等
〔 〕内 容
対象者 全職員
研修テーマ 人権尊重の理念、様々な人権問題等
講師 学識経験者、府職員等
研修方法 講義・講演、ワークショップ等

自己啓発の支援 ５、８、 府職員の人権意識高揚に向けた自己啓発を支援するため人権関係情報を提供 職員研修・研
12、３月 内 容 究支援センタ〔 〕

センターにおける人権問題研修会講演録等 ー

（７）マスメディア関係者

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

マスメディア関係者に対する 随時 府政記者に対し、府政記者の異動の都度「新京都府人権教育・啓発推進計画」の趣旨を説明す 広 報 課
働きかけ るほか、人権に配慮した取材・報道を要請
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３ 個別の人権問題に関する啓発

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

きょうと府民だよりの発行 ８月 府政広報紙による人権啓発 広 報 課
〔内 容〕(人権強調月間)
・８月号：人権に関わりのある特集記事を掲載

12月 ・12月号：人権に関わりのある特集記事を掲載
・他月号：人権に関わりのある記事（コラム）を掲載（ ）人権週間

〔数 量〕
， ， （ 、 ）ほか ４月～９月 各１ ０２０ ０００部 別途文字拡大版1,500部・点字版490部 テープ版520本
， ， （ 、 ）10月～３月 各１ １２０ ０００部 別途文字拡大版1,500部・点字版490部 テープ版520本

テレビ番組放送 ８月 人権問題を取り上げて構成した広報テレビ番組の放送 広 報 課
〔放 送 局〕

旬 感☆きょうと府 １２月 ＫＢＳ京都
しゅんかん

〔放送内容〕
月イチ☆きょうと府 ・８月及び１２月に人権特集
つき

人権啓発ラジオ番組 ４～９月 府民が人権について主体的に考える機会とするため、人権に関する様々な情報を定期的に提供 人権啓発推進室
〔京都人権情報〕 する番組

〔放 送 局〕
ＫＢＳ京都

〔内 容〕
・人権に関する正しい知識や最新の情報についての解説
・人権の擁護・啓発に関する活動を行っている団体の取組紹介
・人権に関する普遍的な考え方をテーマとした創作ドラマなど

〔放送回数〕
２６回（予定）

〔時 間 枠〕
毎週金曜日 午後４時３５分～４５分

人権啓発テレビ番組 10～３月 府民が人権について主体的に考える機会とするため、人権に関する様々な情報を定期的に提供 人権啓発推進室
〔京都人権情報〕 する番組

〔放 送 局〕
ＫＢＳ京都

〔内 容〕
人権の擁護・啓発に関する活動を行っている団体の取組紹介等

〔放送回数〕
２４回（予定）

〔時 間 枠〕
毎週日曜日 午前８時３０分～４５分（予定 （年末・年始を除く））
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３ 個別の人権問題に関する啓発

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

新聞意見広告 12月 1日 人権に関する様々な話題を取り上げた広告記事の掲載 人権啓発推進室
〔人権口コミ情報〕 ～10日 〔掲 載 紙〕

京都新聞（ ）人権週間
〔段 数〕
２段

〔日 数〕
１０日間
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３ 個別の人権問題に関する啓発

（１）同和問題

事 業 名 実施時期 概 要 担 当

地域交流支援事業 通年 地域住民の交流促進を通じ、住民の相互理解を深めるとともに、地域活動のリーダーとなる人 人権啓発推進室
、 、 、材の育成や 住民の自立意識の高揚を図り 人権が真に尊重されるコミュニティを形成するため

市町村が隣保館等の施設を積極的に活用して実施する地域交流事業に対して補助
〔対象事業〕
文化交流活動事業
スポーツ交流活動事業
児童交流活動事業

人権啓発指導者養成研修会 ８月 人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するための研修会のテーマの一つに同和問題を取 人権啓発推進室
【再掲】 り上げて実施

〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

11月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕
新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等（同和問題）

〔会 場〕
京都テルサほか
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（２）女性の人権問題

事 業 名 実施時期 概 要 担 当

新ＫＹＯのあけぼのプラン啓 随時 京都府男女共同参画推進条例及び男女共同参画社会基本法に基づき策定した「京都府男女共同 女性政策課
発広報推進事業費 参画計画－新 ＫＹＯのあけぼのプラン」の趣旨を普及啓発し、同プランに基づき関係施策を総

合的かつ円滑に推進
〔内 容〕
・男女共同参画審議会の開催
・女性政策推進本部、推進員会の開催
・女性団体懇話会の開催

ＫＹＯのあけぼのフェスティ 10月14日 女性を中心とする幅広い府民の参加の下、男女共同参画社会の実現に向けた講演会、ワークシ 女性政策課
バル開催事業 ～15日 ョップ等を実施

〔内 容〕
講演会、ワークショップ等

〔会 場〕
女性総合センターほか

ＫＹＯのあけぼの大学開催事 随時 男女共同参画社会の実現を目指したセミナーの実施 女性政策課
業 〔内 容〕

セミナー等
〔会 場〕
女性総合センターほか

女性国内交流事業 女性の船 未定 府内の女性たちが男女共同参画について学習・交流を深めネットワークを築くとともに、豊か 女性政策課（ ）
な地域づくりをめざす。
〔内 容〕
事前研修、班別研修（船内及び訪問先）

〔訪問先〕
北海道

〔募集人数〕
１００名

女性顕彰事業 10月14日 女性の能力発揮を促すための顕彰事業 女性政策課
〔内 容〕
府内で活躍している女性で特に功績顕著な者の顕彰
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（２）女性の人権問題

事 業 名 実施時期 概 要 担 当

女性相談事業 随時 女性が抱える様々な問題解決のためのアドバイスや、個別、既存の相談機関では対応できない 女性政策課
女性に関わる問題、複合的な問題について相談・カウンセリングを実施
〔内 容〕
・一般相談
・専門相談（法律相談等）
・女性労働相談
・ＤＶサポートライン
・女性チャレンジ相談

〔会 場〕
女性総合センターほか

ドメスティックバイオレンス 随時 ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の被害者支援や防止対策を図るため、徹底的な普及啓 女性政策課
対策事業 発活動や被害者の自立支援のためのグループワーク等を実施

〔内 容〕
・啓発カードの作成・設置
・集中啓発活動の実施
・自立支援グループワーク
・ＤＶサポートライン（再掲）

〔会 場〕
女性総合センターほか

保育ルーム設置促進事業 随時 女性政策課乳幼児を持つ女性の社会参画を促進するため、京都府が実施する講演会等に「保育ルーム」を
設置

女性総合センター運営助成事 ー 府の男女共同参画の推進に関する拠点施設である京都府女性総合センターの運営等に対して助 女性政策課
業 成

女性総合情報提供事業 ー 女性総合センターの情報提供機能等の充実 女性政策課
〔内 容〕
・関係図書の整備
・人材情報の提供等

地域内職センター等設置運営 ー 内職者の労働条件の向上と生活の安定を図るため、内職者団体の運営に対して助成 女性政策課
事業 〔対象団体〕

６団体、５市町
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（２）女性の人権問題

事 業 名 実施時期 概 要 担 当

女性団体育成事業 通 年 府内の広域的な女性団体が行う啓発事業、健康関連事業、ネットワークづくり事業等に対して 女性政策課
助成
〔助成対象〕
６団体

農業・農村男女共同参画推進 ７月～３ 農山漁村社会における女性の地位向上、方針決定への参画促進等を図るための啓発の実施 農産流通課
事業 月 〔内 容〕

写真コンクールの開催、作品展示等
〔テーマ等〕
農林漁業における女性の活躍

〔対象者〕
府 民

人権啓発指導者養成研修会 ８月 人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するための研修会のテーマの一つに女性の人権問 人権啓発推進室
【再掲】 題を取り上げて実施

又は 〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

１１月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕
新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等（女性の人権問題）

〔会 場〕
京都テルサほか
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(３)子どもの人権問題

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

犯罪被害少年等に対する支援 通年 犯罪・いじめ・児童虐待等被害少年に対する支援活動 警察本部少年課
事業 〔内 容〕

① 少年相談業務の充実
電子メールを活用した少年相談業務の推進
少年相談電話（ヤングテレホン）の効果的な運用

② 少年心理分析の実施
臨床心理士による継続的な少年相談の推進
少年心理分析顧問によるカウンセリング技能の向上

児童虐待等重点支援事業 通 年 児童虐待の予防等を図るため、関係機関によるネットワークを構築して実施する研修等 こども未来室
【再掲】 〔内 容〕

研修、講演、啓発資材作成・配布等

人権啓発指導者養成研修会 ８月 人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するための研修会のテーマの一つに子どもの人権 人権啓発推進室
【再掲】 問題を取り上げて実施

又は 〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

１１月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕

（ ）新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等 子どもの人権問題
〔会 場〕
京都テルサほか

トータルアドバイスセンター 通 年 不登校やいじめなど学校教育に関すること及び子育てやしつけなどの家庭教育に関することに 学校教育課
設置事業【再掲】 ついての悩みや不安を抱く 児童生徒 保護者 教職員等に対して 適応指導相談員 精神科医 社会教育課、 、 、 、 （ 、

臨床心理専門家、ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ経験者 、家庭教育カウンセラー（臨床心理専門家 、教育相談指導） ）
員（京都府総合教育センター研究主事）が課題解決のための援助及び助言を目的とする総合的な
教育相談を実施

〔内 容〕
教育相談

〔実施方法・相談時期〕
電話教育相談
京都府総合教育センター：毎日 8:30～20:30（祝日・年末年始を除く）
北部研修所：毎週月～金 10:00～19:00（祝日・年末年始を除く）

来所教育相談
毎週月～金 10:00～17:00
巡回教育相談
月１回程度
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(４)高齢者の人権問題

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

高齢者総合相談センターの運 通 年 高齢者が抱える各種の心配、悩み事等に対し、総合的かつ迅速に対応するとともに、各種情報 高齢・援護室
営 の提供を実施

〔内 容〕
・一般相談 （高齢者及びその家族等からの相談）
・専門相談 （法律相談等）
・情報提供 （高齢者及び高齢化等に関する各種情報の収集・提供等）

〔運 営〕
（財）京都ＳＫＹセンターに委託

高齢者自立支援推進委員会の 随 時 問題が潜在化しがちとなる高齢者虐待等の困難事例への対応策や認知症高齢者対策等を調査・ 介護保険推進室
開催 研究するための「高齢者自立支援推進委員会」を開催し、高齢者の自立を支援

〔委員会での主な検討事項〕
・介護保険施設等における身体拘束ゼロの推進
・高齢者虐待問題など、在宅介護における困難事例への対応策の調査・研究
・成年後見制度の利用促進のための体制整備

人権啓発指導者養成研修会 ８月 人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するための研修会のテーマの一つに高齢者の人権 人権啓発推進室
【再掲】 問題を取り上げて実施

又は 〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

１１月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕

（ ）新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等 高齢者の人権問題
〔会 場〕
京都テルサほか
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（５）障害のある人の人権問題

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

「障害者週間」啓発活動促進 11月～ 障害者週間を中心とした街頭啓発、各種イベント等の実施 精神・社会参加
事業 12月 〔内 容〕 室

・障害者のつどい（体験発表、ステージ発表）
・啓発ポスターコンクール、体験作文コンクール

障害者ふれあい広場「スポー ５月 障害者と府民のふれあい、交流の機会となるスポーツイベントの開催 精神・社会参加
ツ・レクリエーションフェス 〔内 容〕 室
ティバル」開催事業 ・スポーツコーナー

・ウォークラリーコーナー
・ふれあいコーナー

〔会 場〕
府立丹波自然運動公園（京丹波町）

障害者芸術創造支援事業 未定 障害者に対する理解と交流の促進を目的とした芸術作品展の実施 精神・社会参加
〔内 容〕未定 室
〔会 場〕未定

全国車いす駅伝競走大会開催 ２月 障害者に対する理解と交流の促進を目的とした全国規模の障害者スポーツイベントの実施 精神・社会参加
事業 〔内 容〕 室

都道府県対抗車いす駅伝競走大会

社会参加促進事業 通 年 障害者の社会参加の促進を図るための啓発等の実施 精神・社会参加
〔内 容〕 室
・社会参加推進会議の開催
・啓発パンフレットの作成
・福祉機器の展示

啓発ビデオの貸し出し 通 年 障害者問題に関する理解の促進を図るため、障害者問題を取り上げた啓発ビデオ（スポーツ大 精神・社会参加
会記録ビデオ）の貸し出しを実施 室
〔保有本数〕
４０本
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（５）障害のある人の人権問題

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権啓発指導者養成研修会 ８月 人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するための研修会のテーマの一つに障害のある人 人権啓発推進室
【再掲】 の人権問題を取り上げて実施

又は 〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

１１月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕
新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等（障害のある人の人

権問題）
〔会 場〕
京都テルサほか
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（６）外国人の人権問題

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

外国語生活ガイド作成 通 年 〔目的・概要〕 国際課
（財）京都府国際センターホームページにおける府内在住の外国人に対する生活情報の提供

〔内 容〕
英語、中国語、ハングル、ポルトガル語、スペイン語により提供

外国語ラジオ番組放送 通 年 府内在住の外国人に生活情報等を提供するラジオ番組 国際課
〔放送局〕
ＦＭ ＣＯ・ＣＯ・ＬＯ

〔放送内容〕
英語、中国語による生活情報・府政情報
※ハングル、ポルトガル語については、ホームページを活用した新たな情報発信を展開・実施

多言語による府政情報の発信 通 年 府のホームページを多言語化（英語・中国語・ハングル） 国際課
メールマガジン「きょうとほっと情報 （英語版）の発信（２回／月）」

京都府名誉友好大使 通 年 府内在学の留学生の中から名誉友好大使を任命し、府主催行事への参加等を通じて、異文化に 国際課
対する理解を促進
〔任命予定数〕２０名

語学指導等を行う外国青年招 通 年 地域における国際理解の促進を図るため、小中高等学校等で外国語指導等を行う外国青年を招 国際課
致事業 致し、京都府、京都府教育委員会、市町村、市町村教育委員会等に配置

〔招致予定数〕８１名

外国籍府民のための生活相談 通 年 （財）京都府国際センターに相談窓口を設け、英語、中国語、ハングル、スペイン語、ポルトガ 国際課
ル語の５カ国語で対応

人権啓発指導者養成研修会 ８月 人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するための研修会のテーマの一つに外国人の人権 人権啓発推進室
【再掲】 問題を取り上げて実施

又は 〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

１１月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕

（ ）新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等 外国人の人権問題
〔会 場〕
京都テルサほか
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（７）患者等の人権問題

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

医療安全相談コーナーの設置 通 年 医療に関する各種相談を受けるとともに医療に関する情報提供等を通じ、府民が安心して医療 医療室
（医療室内） を受けられる体制づくり

〔方 法〕
専任の相談員（看護師）が、電話及び面談により対応

〔相談日〕
開庁日

エイズに関する普及啓発事業 12月 京都府エイズ予防月間を中心とした各種啓発活動 健康対策室
〔内 容〕
・研修会・参加型研修会の開催
・エイズ予防啓発サポーターの養成
・啓発ポスター配付
・啓発パンフレット配付
・ラジオスポットによる啓発広告（エフエム京都）

ハンセン病対策啓発事業 ６月 ハンセン病を正しく理解する週間を中心とした各種啓発活動 健康対策室
〔内 容〕
・府内高校３年生全員に啓発リーフレット配布
・啓発パネル展の開催

人権啓発指導者養成研修会 ８月 人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するための研修会のテーマの一つに患者等の人権 人権啓発推進室
【再掲】 問題を取り上げて実施

又は 〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

１１月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕
新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等（ＨＩＶやハンセン

病の問題など）
〔会 場〕
京都テルサほか
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（８）さまざまな人権問題

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

個人情報保護推進事業 随 時 個人情報保護制度に係る啓発の実施 総務調整課

〔内 容〕
府民だよりにおける啓発記事の掲載
啓発パンフレットの配布

犯罪被害者対策 通年 犯罪被害者の人権に配慮した事件対応の実施 警察本部警務課
〔内 容〕 犯罪被害者対策

被害者の救援 室
捜査過程における被害者の第二次的被害の防止・軽減
被害者等の安全確保
被害者対策推進体制の整備

犯罪被害少年等に対する支援 通年 犯罪・いじめ・児童虐待等被害少年に対する支援活動 警察本部少年課
事業 〔内 容〕
【再掲】 ①少年相談業務の充実

電子メールを活用した少年相談業務の推進
少年相談電話（ヤングテレホン）の効果的な運用

②少年心理分析の実施
臨床心理士による継続的な少年相談の推進
少年心理分析顧問によるカウンセリング技能の向上

人権啓発指導者養成研修会 ８月 人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するための研修会のテーマの一つにさまざまな人 人権啓発推進室
【再掲】 権問題を取り上げて実施

又は 〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

１１月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕
新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等（犯罪被害者、ホー

ムレスの問題など）
〔会 場〕
京都テルサほか
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４ 計画の推進策
（１）指導者の養成

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権啓発指導者養成研修会 ８月 職場や地域など府民の身近なところで、人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するため 人権啓発推進室
【再掲】 の研修会を実施

〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

11月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕
新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等

〔講義数・日数〕
８講義／４日間（延べ）

〔会 場〕
京都テルサほか

〔その他〕
すべての講義を受講した者を人権啓発指導者として登録し、以後人権に関する各種情報の提供

などのフォローアップを実施

教職員研修事業 通 年 子どもたちが豊かな人権感覚を身に付けられるよう、教職員自らが豊かな人権意識を持つこと 学校教育課
【再掲】 や、人権教育に関する知識・技能の向上を図ることを目的とした研修会の実施

〔内 容〕
○京都府総合教育センターにおける研修
研修区分 対象者 研修内容 講 師 研修方法等
基本研修 教職年数・職能別 ・人権教育に係る基本認識 ・センター職員 ・講義、講演

で指定する教職員 ・人権教育に係る知識及び ・実践報告
技能 ・府内の教職員 ・指導資料を

・様々な人権問題の現状と 使った研究
課題 等々 ・学識経験者 協議や演習

専門研修 領域等で指定する ・参加型学習の実習 ・ワークショ
教職員 ・人権学習の指導方法演習 ップ

等々

○学校における人権研修
対象者：教職員
研修内容：年間研修計画に基づき計画的・系統的に実施

・人権教育の認識の深化を目指した研修
・人権学習の実施に関わる教材研究
・様々な人権問題の現状と課題を理解するための研修
・保護者啓発を兼ねたＰＴＡとの合同研修 等

研修方法：講義、講演、研究協議、ワークショップ、フィールドワーク

○京都教育大学への派遣研修
対象者：現職教育職員
研修内容：人権教育に関する専門的知識及び技能を習得するための研修
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４ 計画の推進策
（１）指導者の養成

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権教育推進事業 ８月 京都府内の社会教育関係職員等を対象に、地域の実情に即した学習課題を明確にしながら、 社会教育課
（人権教育指導者研修会） あらゆる人権問題の解決に役立てる学習活動を推進するために必要な指導者の資質向上を目的と
【再掲】 １１月 する研修会を２回に分けて実施

研修区分 対象者 研修内容 講 師 研修方法等
指導者研修 社会教育主事、 ・様々な人権問題の現状と ・社会教育課職員 ・講義、講演
会（Ⅰ） 社会教育指導員、 課題 ・実践報告
８月開催 人権教育関係職員 ・参加型学習の実習 ・府内の教職員 ・ワークショ、

識字学級指導者、 ップ
指導者研修 学校教育関係者、 ・学識経験者
会（Ⅱ） 隣保館職員等
11月開催

人権教育推進事業 通 年 各教育局が、人権教育指導者研修会等の成果を踏まえながら、関係機関との連携を図り、人権 社会教育課
(人権教育行政担当者協議会) に関する課題解決の方策についての研究協議を行うとともに、管内市町村の人権に関する取組状
【再掲】 況の情報交換を実施

〔内 容〕
研究協議会・研修会

〔テーマ等〕
研究協議・講演等

〔対象者〕
各市町村社会教育・人権教育行政担当者、社会教育委員、学校教育関係者、同和教育・人権教

育推進協議会指導者等
〔実施回数〕
各教育局毎３回程度
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（２）人権教育・啓発資料等の整備

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権教育資料の作成 ３月 私立学校における人権教育の推進に資するため、教職員の参考として人権教育・啓発に関する 文 教 課
資料を掲載した「人権教育資料」を作成・配布
〔数 量〕
６，０００部

〔配布先〕
府内の私立学校（幼稚園・小学校・中学校・高等学校・専修学校・各種学校）

啓発冊子作成 ３月 人権に関する様々な話題を取り上げた新聞広告記事（人権口コミ講座）を活用した啓発冊子を 人権啓発推進室
作成し、広く府民に配布

〔人権口コミ講座〕 〔内 容〕
当該年度に掲載した「人権口コミ情報」

〔数 量〕
２０，０００冊

〔活用計画〕
・庁内、各市町村、府内学校等へ配布
・イベント等で配布
・人権に関する情報提供を希望する府民

啓発冊子作成 12月 人権啓発推進室府内で人権問題に関わる取組を行っているＮＰＯ法人等の活動を紹介することにより、ＮＰＯ法人
等の活動に対する府民の理解や活動分野が異なるＮＰＯ法人同士の連携を促進することを目的として〔 「 」〕（ ）Ｂｏｏｋｌｅｔ 京都人権情報 人権週間
作成
〔数 量〕
１，０００部

〔配布先〕
・府（庁内各課、地方機関、府立施設）
・ＮＰＯ法人等
・各市町村
・京都人権啓発推進会議構成団体
・人権に関する情報提供を希望する府民
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（２）人権教育・啓発資料等の整備

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

啓発物品作成（ぬり絵等） １１月 美術系大学の協力を得て作成する人権尊重に関する幼児向けぬり絵等 人権啓発推進室
〔内 容〕
ぬり絵

〔数 量〕
１２，０００冊

〔配布先〕
・京都府私立幼稚園園児大会参加者
・イベント等参加者
・大型店舗
・府内各学校
・府（庁内関係課、地方機関、府立施設）
・各市町村
・人権に関する情報提供を希望する府民

啓発物品作成（メモ帳） １１月 人権尊重に関する標語等を掲載した物品の作成 人権啓発推進室
〔内 容〕
標語入り啓発メモ帳

〔数 量〕
２０，０００冊

〔配布先〕
・イベント等参加者
・大型店舗・銀行等
・府内各学校
・京都人権啓発推進会議構成団体
・各市町村
・府（庁内関係課、地方機関、府立施設）
・人権に関する情報提供を希望する府民

人権カレンダー作成 点字版 12月 「人権擁護啓発ポスターコンクール ・ みんなで創る人権五・七・五標語コンクール」優秀作 人権啓発推進室（ ） 」「
品を活用し点字を併用した月めくり壁掛カレンダー（ ）人権週間
〔数 量〕
３，６００部

〔配布先〕
・府（庁内各課、地方機関、府立施設）
・障害児（者）施設等
・各市町村
・京都人権啓発推進会議構成団体
・人権に関する情報提供を希望する府民
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（２）人権教育・啓発資料等の整備

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

大学との連携による啓発資料 12月 美術系大学の協力を得て作成する人権啓発資料等 人権啓発推進室
等の作成 〔内 容〕（ ）人権週間

・ポスターカレンダー
・啓発物品など
※デザイン等の提案
〔配布先〕
・府（庁内各課、地方機関、府立施設）
・障害児（者）施設等
・各市町村
・京都人権啓発推進会議構成団体
・人権に関する情報提供を希望する府民

啓発しおり作成 12月 「人権擁護啓発ポスターコンクール ・ みんなで創る人権五・七・五標語コンクール」優秀作 人権啓発推進室」「
品を活用したしおり（ ）人権週間
〔数 量〕
１２０，０００枚

〔活用計画〕
・府内小・中・高・養護学校への配布を中心にイベント等で配布
・人権に関する情報提供を希望する府民

府公用封筒による啓発 通 年 府公用封筒に人権啓発標語を印刷することで、府民の人権啓発意識を高揚 財産管理課
〔標 語〕
「知ろう 守ろう 考えよう みんなの人権」

〔数 量〕
年間６５０，０００枚

人権教育資料作成 通 年 あらゆる人権問題の解決に向けた態度・技能・能力を育成するため、人権教育学習教材等を作 学校教育課
（人権教育指導資料） 成し、府内の学校等に提供 （人権教育室）
【再掲】 〔内 容〕

児童の発達段階や知識、習熟度に応じたより実践的な内容の学習教材及び指導の手引き
〔数 量〕
学習教材（小学校中学年版 ：１４，０００部）
指導の手引き ： ３，０００部

〔配布先〕
京都府内の公立小・中学校・府立学校等

人権教育推進事業 通 年 生涯の各時期に応じて、各人の自発的意思に基づき、人権に関する学習ができるよう、学習教 社会教育課
（学習教材・啓発資料整備） 材や啓発資料等の整備を推進
【再掲】 〔内 容〕

学校、地域社会、家庭、企業・職場等あらゆる場面で人権について学ぶことができるよう、視
聴覚教材をはじめとする学習教材を整備
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（３）効果的な手法による人権教育・啓発の実施

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

きょうと府民だよりの発行 ８月 府政広報紙による人権啓発 広 報 課
【再掲】 〔内 容〕(人権強調月間)

・８月号：人権に関わりのある特集記事を掲載
12月 ・12月号：人権に関わりのある特集記事を掲載

・他月号：人権に関わりのある記事（コラム）を掲載（ ）人権週間
〔数 量〕

， ， （ 、 ）ほか ４月～９月 各１ ０２０ ０００部 別途文字拡大版1,500部・点字版490部 テープ版520本
， ， （ 、 ）10月～３月 各１ １２０ ０００部 別途文字拡大版1,500部・点字版490部 テープ版520本

新聞意見広告 ５月 人権の大切さなどを府民に訴えかけるため 人権啓発の重点的取組期間である 憲法週間 人 人権啓発推進室、 「 」、「
権強調月間 「人権週間」や年度末に新聞掲載する広告記事（ ）憲法週間 」、
〔掲載紙〕

８月 京都・朝日・毎日・読売・産経（８・３月は京都のみ）
〔段 数〕(人権強調月間）
京都新聞：５段×３回（５月）１５段（８・１２月）／５段×２回（３月）

12月 他 紙：２．５段×２回（５月）／７段（１２月）
〔構 成〕（ ）人権週間
・人権尊重に関するメッセージ

３月 ・人権啓発ポスターのデザイン
・関連行事告知 など

新聞意見広告 12月 1日 人権に関する様々な話題を取り上げた広告記事の掲載 人権啓発推進室
〔人権口コミ情報〕 ～10日 〔掲 載 紙〕
【再掲】 京都新聞（ ）人権週間

〔段 数〕
２段

〔日 数〕
１０日間
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（３）効果的な手法による人権教育・啓発の実施

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

テレビ番組放送 ８月 人権問題を取り上げて構成した広報テレビ番組の放送 広 報 課
〔放 送 局〕

旬 感☆きょうと府 １２月 ＫＢＳ京都
しゅんかん

〔放送内容〕
月イチ☆きょうと府 ・８月及び１２月に人権特集
つき

【再掲】

テレビスポット放送 ５月 人権問題に関するスポット放送 広 報 課
〔放 送 局〕（憲法週間）

８月 ＫＢＳ京都
〔放送内容〕(人権強調月間)

９月 各実施月に応じて構成した３０秒スポット
（ ）、就職採用選考
１２月

､（人権週間 )
３月

（ ）卒業・就職

人権啓発テレビ番組 10～３月 府民が人権について主体的に考える機会とするため、人権に関する様々な情報を定期的に提供 人権啓発推進室
〔京都人権情報〕 する番組
【再掲】 〔放 送 局〕

ＫＢＳ京都
〔内 容〕
人権の擁護・啓発に関する活動を行っている団体等の取組の紹介

〔放送回数〕
２４回（予定）

〔時 間 枠〕
毎週日曜日 午前８時３０分～４５分（予定 （年末・年始を除く））

ラジオ番組放送 ５月 人権問題を取り上げて構成した広報ラジオ番組の放送 広 報 課
８月 〔放 送 局〕

〔きょうとほっと情報〕 ９月 ＫＢＳ京都
１２月 〔放送内容〕
３月 各実施月に応じて構成

ラジオ番組放送 ８月 人権問題を取り上げて構成した広報ラジオ番組の放送 広 報 課
１２月 〔放 送 局〕

〔Kyoto Prefecture Public エフエム京都
Line〕 〔放送内容〕

放送時期に応じて構成
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（３）効果的な手法による人権教育・啓発の実施

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

ラジオ番組放送 ８月 人権問題を取り上げて構成した広報ラジオ番組の放送 広 報 課
１２月 〔放 送 局〕

〔Kyoto Prefecture Eyes〕 エフエム京都
〔放送内容〕
人権強調月間及び人権週間に京都府の取組等を広報

ラジオスポット放送 ５月 人権問題に関するスポット放送 広 報 課
〔放 送 局〕（憲法週間）

８月 エフエム京都
〔放送内容〕(人権強調月間)

１２月 各実施月に応じて構成した３０秒スポット
（人権週間)

ラジオスポット放送 １２月 人権問題に関するスポット放送 広 報 課
〔放 送 局〕
ＫＢＳ京都 エフエム京都

〔放送内容〕
人権週間をフォローする形で、冬休みを中心に若年層に訴える内容の２０秒スポット

人権啓発ラジオ番組 ４～９月 府民が人権について主体的に考える機会とするため、人権に関する様々な情報を定期的に提供 人権啓発推進室
〔京都人権情報〕 する番組
【再掲】 〔放 送 局〕

ＫＢＳ京都
〔内 容〕
・人権に関する正しい知識や最新の情報についての解説
・人権の擁護・啓発に関する活動を行っている団体の取組紹介
・人権に関する普遍的な考え方をテーマとした創作ドラマなど

〔放送回数〕
２６回（予定）

〔時 間 枠〕
毎週金曜日 午後４時３５分～４５分

ひゅうまんシネマフェスタ ８月 小学生とその家族等を主な対象として実施する映画上映会、啓発パネル展示、ＮＰＯ法人等の 人権啓発推進室
活動紹介など(人権強調月間)
〔上映作品数〕
各会場３作品

〔会 場〕
府内５会場

〔日 数〕
５日（各会場１日）
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（３）効果的な手法による人権教育・啓発の実施

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権擁護啓発ポスターコンク 募集期間 小・中・高校生がポスター制作を通じて、基本的人権に対する一層の理解を深め、人権尊重の 人権啓発推進室
ール ７～９月 精神を培うために実施する絵画作品のコンクール

〔応募資格〕
府内の小・中・高・盲・聾・養護学校に通学する児童・生徒

〔表 彰〕
知事賞、京都市長賞等京都人権啓発推進会議構成団体各賞、優秀賞及び佳作

〔そ の 他〕
府内各地で優秀作品展を開催するとともに、啓発資料において作品を活用

みんなで創る人権五・七・五 募集期間 人権尊重などを表した五・七・五形式の標語制作を通じて、多くの府民が人権について考える 人権啓発推進室
標語コンクール ７～９月 機会とするために実施する標語コンクール

〔応募資格〕
府内に居住する者、又は通勤・通学している者

〔表 彰〕
一般の部・青少年の部・小学生の部ごとに最優秀賞、優秀賞及び佳作

〔そ の 他〕
府内各地で優秀作品展を開催するとともに、啓発資料において作品を活用

人権啓発コンクール優秀作品 通 年 人権擁護啓発 人権啓発推進室ポスターコンクール及びみんなで創る人権五・七・五標語コンクール入選作
品やＮＰＯ法人等の活動を紹介する資料等の展示を府内各地で実施展
〔会 場〕
広域振興局（４箇所）と京都市内を巡回して実施（年間延べ１０回）各

〔展示物〕
ポスターコンクール入選作品・
・標語コンクール入選作品
・新京都府人権教育・啓発推進計画パネル
・啓発資料（冊子・リーフレット）
・ＮＰＯ法人等の活動紹介資料など

府庁舎におけるパネル展 ５月 憲法週間と人権強調月間に来庁者や職員に対して人権の大切さを訴えかけるため、人権問題に 人権啓発推進室
（５月・８月／１号館） 関するパネル等の資料を府庁舎に展示（ ）憲法週間

〔会 場〕
８月 府庁第１号館ロビー

〔期 間〕(人権強調月間)
・憲法週間：４月２２日～５月６日
・人権強調月間：８月１日～１９日

〔展示物〕
・人権啓発推進室の取組
・パネル(新京都府人権教育・啓発推進計画、世界人権宣言５５周年京都アピール・国際連合関
係パネル等)

・人権啓発コンクール（ポスター・標語）入選作品
・人権啓発資料など
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（３）効果的な手法による人権教育・啓発の実施

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

府庁舎におけるパネル展 通 年 年間を通じて来庁者や職員に対して人権の大切さを訴えかけるため、人権問題に関するパネル 人権啓発推進室
（通年／２号館） 等の資料を府庁舎に常設展示

〔会 場〕
府庁第２号館東側ロビー

〔展示物〕
・人権啓発推進室の取組
・パネル(新京都府人権教育・啓発推進計画、世界人権宣言５５周年京都アピール・国際連合関
係パネル等)

・人権啓発コンクール（ポスター・標語）入賞作品
・人権啓発資料など

啓発ポスター作成 ５月 人権啓発の重点的取組期間である「憲法週間 「人権強調月間」に人権尊重に係る社会的機運 人権啓発推進室」、
を醸成することを目的として作成するポスター（ ）憲法週間
〔内 容〕

８月 ・人権尊重に関するメッセージ
・写真、絵画等のデザイン(人権強調月間)

〔数 量〕
２，３００枚

〔配布先〕
・府（庁内関係課、地方機関、府立施設）
・各市町村
・京都人権啓発推進会議構成団体
・府内各学校
・大型店舗・銀行等
・人権に関する情報提供を希望する府民

啓発ポスター作成 12月 人権啓発の重点的取組期間である「人権週間」に人権尊重に係る社会的機運を醸成することを 人権啓発推進室
目的として作成するポスター（ ）人権週間
〔数 量〕
４，０００枚（総数）

〔内 容〕
人権擁護啓発ポスターコンクール知事賞作品及びみんなで創る人権五・七・五標語コンクール

最優秀賞作品（各広域振興局ごとの入選作品を掲載した「地域版ポスター」も併せて作成）
〔配布先〕
・府（庁内関係課、地方機関、府立施設）
・各市町村
・京都人権啓発推進会議構成団体
・府内各学校
・大型店舗・銀行等
・人権に関する情報提供を希望する府民
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（３）効果的な手法による人権教育・啓発の実施

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

タクシー・公用車ステッカー ８月 人権啓発の重点的取組期間である「人権強調月間」に人権尊重に係る社会的機運を醸成するこ 人権啓発推進室
広告 とを目的として作成するタクシー・公用車掲出用ステッカー(人権強調月間)

〔内 容〕
・みんなで創る人権五・七・五標語コンクール最優秀作品
・人権啓発ラジオ番組「京都人権情報」案内

〔数 量〕
・タクシー：車内掲出用・車外掲出用／２，０００枚
・公 用 車：車外掲出用／１，８５３枚

京都人権啓発フェスティバル 12月3日 幅広い府民が人権問題について主体的に学ぶ機会となる親しみやすい総合イベントを市町村や 人権啓発推進室
人権問題に取り組むＮＰＯ法人等と連携して開催
〔主 催〕
京都人権啓発推進会議・京都人権啓発活動ネットワーク協議会など

〔会 場〕
舞鶴市総合文化会館

〔内 容〕
・講演会、コンサート等
・人権啓発コンクール（ポスター・標語）優秀作品展
人権啓発パネル展・

・人権関係ＮＰＯ法人等活動紹介（ステージ発表・展示）
・地域芸能等紹介（ステージ発表・展示）
・人権相談 ほか

人権啓発コンクール表彰式 11月26日 人権擁護啓発ポスターコンクール及びみんなで創る人権五・七・五標語コンクールの表彰式に 人権啓発推進室
併せて、人権にかかわりのある映画上映を実施
〔会 場〕
京都市アバンティホール

鴨川納涼展 ８月５日 河川美化に係る啓発イベント「鴨川納涼」会場において人権に関する資料を展示 人権啓発推進室
６日 〔内 容〕

・新京都府人権教育・啓発推進計画パネル
・人権啓発コンクール（ポスター・標語）入選作品
・市町村・ＮＰＯ法人等の活動紹介資料など

街頭啓発 ８月 京都人権啓発推進会議構成団体等が連携して行う屋外啓発活動 人権啓発推進室
〔京都市内〕(人権強調月間)
京都人権啓発推進会議構成団体による啓発物品配布及びミニコンサート（８月）又はパレード

12月 （12月）を実施
〔府広域振興局管内〕（ ）人権週間
各広域振興局ごとに編成した実施組織による取組として実施（啓発物品は京都人権啓発推進会

議で統一提供）
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（３）効果的な手法による人権教育・啓発の実施

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権啓発に関するホームペー 通 年 京都府ホームページ（おこしやす京都）の「人権啓発に関するページ」掲載データの充実及び 人権啓発推進室
ジ 定期的な更新

〔構 成〕
①新京都府人権教育・啓発推進計画
②人権啓発事業の案内
③人権啓発資料の紹介
④京都人権啓発推進会議の取組紹介
（街頭啓発・人権啓発フェスティバル・人権啓発コンクール等）
⑤関係する府の事業や市町村行事等の紹介
⑥人権啓発テレビ・ラジオ番組「京都人権情報」の内容紹介
⑦京都府人権教育・啓発施策推進懇話会の開催状況
⑧人権啓発に対する府民の意見や情報提供希望の受付など

「京の府民大学」開設事業 通 年 府民の自主的な学習活動を支援するための各種講座等の情報提供 スポーツ生涯学
（内 容〕 習室
京都府や京都府教育委員会、市町村、大学等が府内各地で開催する講座、教室等を整理・体系

化し、インターネットで府民に情報提供

生涯学習・スポーツ情報提供 通 年 府民の自主的な学習活動を支援するためのインターネット「京のＯＷＮ（オウン）ネット」に スポーツ生涯学
システム運営事業 よる生涯学習・スポーツ情報の提供 習室

（内 容〕
提供情報：①講座・教室 ②イベント ③施設 ④団体・グループ ⑤人材 ⑥リンク集

その他府民が活用できるコミュニケーションコーナー等を設置

人権啓発地域活動事業 ８月 各広域振興局が庁舎や地元産品などを活用して実施する啓発事業 人権啓発推進室
〔内 容〕(人権強調月間)

ほか随時 ・人権啓発標語看板付きプランター花壇の設置
・京都人権啓発フェスティバルや市町村のイベント等における資料展示
・地元産品を活用した啓発物品の作成

講演会・シンポジウム等補助 通 年 人権問題に関する研究団体等が活動の成果等を活用して行う啓発活動に対して補助 人権啓発推進室
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（４）国、市町村、民間等との連携

事 業 名 実施時期 概 要 担 当

京都人権啓発活動ネットワー 通 年 京都人権啓発活動ネットワーク協議会（京都地方法務局、京都府人権擁護委員連合会、京都府 人権啓発推進室
ク協議会事業 及び京都市で構成）に参画して実施する啓発活動

〔内 容〕
・京都人権啓発フェスティバル等の人権啓発事業の共催
・府内における総合的な人権相談システムに関する検討
・府民への情報提供（ホームページ開設）

財団法人京都府国際センター － 京都府国際化プランに基づき、地域の国際化を推進する（財）京都府国際センターの運営及び 国際課
運営助成 国際理解、外国籍府民支援等の事業に対して助成

京都人権啓発行政連絡協議会 １１月 京都人権啓発行政連絡協議会（京都地方法務局、近畿財務局京都財務事務所、京都労働局、近 人権啓発推進室
事業【再掲】 畿農政局、近畿経済産業局、近畿運輸局、近畿地方整備局、京都府及び京都市で構成）に参画し

て実施する研修会
〔内 容〕
企業対象人権研修会

人権啓発活動再委託事業 通 年 市町村が行う地域に密着したきめ細かい人権啓発の取組に対して行う財政支援 人権啓発推進室
【再掲】 （国庫委託による人権啓発活動事業の市町村への再委託）

〔対象事業〕
①講演会の開催 ②資料の作成・配布 ③放送番組の提供 ④新聞広告の掲載 ⑤研修会の開催
⑥その他(イベント、啓発グッズ作成等)

人権問題啓発補助事業 通 年 市町村が行う地域に密着したきめ細かい人権啓発の取組に対して行う財政支援 人権啓発推進室
【再掲】 （市町村の啓発事業に対する府の単独補助）

〔対象事業〕
①人権問題に関する講演会及び研修会 ②人権問題に関する啓発資料の作成 ③その他（人権啓

発事業に要する資材の購入、人権教育・啓発を推進するための市町村計画の策定に係る経費等）
〔補助率〕
１／２

新ＫＹＯのあけぼのプラン啓 随 時 京都府男女共同参画推進条例及び男女共同参画社会基本法に基づき策定した「京都府男女共同 女性政策課
発広報推進事業費【再掲】 参画計画－新 ＫＹＯのあけぼのプラン」の趣旨を普及啓発し、同プランに基づき関係施策を総

合的かつ円滑に推進する。
〔内 容〕
男女共同参画審議会の開催
女性政策推進本部、推進員会の開催
女性団体懇話会の開催

女性団体育成事業【再掲】 通 年 府内の広域的な女性団体が行う啓発事業、健康関連事業、ネットワークづくり事業等に対して 女性政策課
助成
〔助成対象〕
６団体
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（４）国、市町村、民間等との連携

【京都人権啓発推進会議実施事業】

京都府 京都市 京都府教育委員会 京都市教育委員会 京都府市長会 京都府町村会 京都府人権擁護委員連合会 京都商工会議所構成団体：
京都府商工会連合会 京都府中小企業団体中央会 京都府農業協同組合中央会 京都府社会福祉協議会

事 業 名 担 当

人権擁護啓発ポスターコンクール【再掲 （募集期間：７月～９月） 人権啓発推進室】

みんなで創る人権五・七・五標語コンクール【再掲 （募集期間：７月～９月）】

鴨川納涼展【再掲 （８月）】

街頭啓発【再掲 （８月、１２月）】

人権啓発コンクール表彰式（１１月 【再掲】）

京都人権啓発フェスティバル【再掲 （１２月）】

啓発ポスター作成【再掲 （１２月）】

人権カレンダー作成（点字版 【再掲 （１２月）） 】

人権カレンダー作成（ポスター版 【再掲 （１２月）） 】

啓発しおり作成【再掲 （１２月）】

啓発冊子作成〔人権口コミ講座 【再掲 （３月）〕 】

啓発冊子作成〔Ｂｏｏｋｌｅｔ「京都人権情報 【再掲 （１２月）」〕 】

人権啓発コンクール優秀作品展【再掲 （通年）】

人権啓発に関するホームページ【再掲 （通年）】

講演会・シンポジウム等補助【再掲】 （通年）
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（５）調査・研究成果の活用

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

財団法人世界人権問題研究 通 年 （財）世界人権問題研究センターの運営に対して助成 企画総務課
センター運営助成

新聞意見広告 12月 1日 人権に関する様々な話題を取り上げた広告記事の掲載 協力： 財 世界人権問題研究センター 人権啓発推進室（ （ ） ）
〔人権口コミ情報〕 ～10日 〔掲 載 紙〕
【再掲】 京都新聞（ ）人権週間

〔段 数〕
２段

〔日 数〕
１０日間

人権啓発指導者養成研修会 ８月 職場や地域など府民の身近なところで、人権啓発を企画・実施する指導的人材を養成するため 人権啓発推進室
【再掲】 の研修会を実施

又は 〔概 要〕
市町村管理職相当職員、府人権啓発指導員・推進員、京都人権啓発推進会議構成団体の管理職

11月 相当職員、人権に特に関係する職業従事者関係団体職員等を対象とする研修会
〔内 容〕
新京都府人権教育・啓発推進計画に掲げる人権問題に関する識者の講義等

（協力： 財）世界人権問題研究センター）（
〔講義数・日数〕
８講義／４日間（延べ）

〔会 場〕
京都テルサほか

〔その他〕
すべての講義を受講した者を人権啓発指導者として登録し、以後人権に関する各種情報の提供

などのフォローアップを実施

研修センター研修 人権尊重の理念や種々の人権問題の本質を理解し、現状・課題の認識を深め、問題解決に積極 職員研修・研究
（人権問題研修） 6月 的に取り組む人権意識の高い職員を育成するため 研修センターで実施する指導者研修について 支援センター、 、

（財）世界人権問題研究センターが主催する人権大学講座への参加により実施
～ 〔内 容〕

講 義
11月 〔対 象〕

人権問題職場研修指導者
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（５）調査・研究成果の活用

事 業 名 実施時期 概 要 担当課（室）

人権啓発ラジオ番組 ４～９月 府民が人権について主体的に考える機会とするため、人権に関する様々な情報を定期的に提供 人権啓発推進室
〔京都人権情報〕 する番組
【再掲】 〔放 送 局〕

ＫＢＳ京都
〔内 容〕

（ （ ） ）人権に関する正しい知識や最新の情報についての解説 協力： 財 世界人権問題研究センター
〔時 間 枠〕
毎週金曜日 午後４時３５分～４５分


